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個人の意識、行動、
ライフスタイルを変え、
企業・社会を変える

地球を愛する市民活動 環境家計簿の取り組み

99年 00年 01年 02年 03年 04年 05年

27,000

4,000

20,000 21,000

26,000

世帯数

ＬＥファミリー

２年連続して取り組んだ世帯では、

２．０％のＣＯ２削減に成功

6-2 企業市民活動の展開

37,000 37,000
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6-3 第三者レビュー

ナチュラル・ステップ
の第三者意見報告書 第三者審査報告書

■グローバルな視点での持続可能性をめざし、第三者意見を受ける

■ 情報開示の信頼性を高めるため、第三者審査を受ける
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７ 提案 電機・電子業界として

7-1  環境技術における優位性の確保
7-2  ＣＯ２削減の日本における確実な成果
7-3  日本発の環境政策発信
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7-1 環境技術における優位性の確保

■ 我が国の省エネ製品は、理論効率に相当程度近づいているため、

これを打破する革新的技術を、産学官の連携により促進

ＳｉＣ（シリコンカーバイト）
パワーデバイスの
量産化技術確立

● 家庭・オフィスの電気機器に用いる

電源部分の電力損失が
従来品の半分以下

● 家庭・オフィスなどでの電気機器への

本格普及で
民生機器の総消費電力量を約4％削減

資源エネルギー庁
「省エネルギー技術戦略」
の開発計画を推進
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7-2 ＣＯ２削減の日本における確実な成果

■ 優れた日本の省エネ・新エネ製品を、日本で更に普及促進させ、

その有効性を世界に発信

１．ストック旧製品の政策的置き換え
●平均使用年数以上使用の家電製品を

仮称「国内製品ＣＤＭ制度」により

最新の省エネ製品に置き換え

２．省エネ・新エネのエネルギー・インフラの
政策的普及促進
●エコキュート・太陽光発電・燃料電池コージェネの
インセンティブ付与による普及促進

・エコキュート（普及率０．８％）
・太陽光発電（普及率０．５％）
・燃料電池コージェネレーション

家庭部門

での

取り組み

の大幅普及促進
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7-3 日本発の環境政策発信

■ 先進国と途上国の架け橋となる環境政策・環境技術を、

日本発で発信

急激にＣＯ２排出量を増やしている
中国やインドなど途上国が参加しやすい
枠組みを提案
●ｅｘ． トップランナー方式による

セクター別エネルギー効率向上の枠組み

ポスト
京都議定書

グローバル
環境情報伝達
システム

化学物質・素材構成・エネルギーなどの
環境情報をグローバルなサプライチェーン
で共有化するシステム
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ご清聴ありがとうございました。


